
災害種別 水害 （３）地域の取組と連携して、災害リスク情報の収集・整理や周知・共有を行った事例

①地域における災害リスク情報の周知・共有により自助・共助の取組を促進する（地域全体や個人との情報共有）

タイトル

公開上の
特徴

リスク情報
雨水浸透施設の設置に
不適切な地区の位置情
報

（３－７）土砂災害危険箇所等の情報から、市民による雨水浸透施設の設置推進の適正化を進めた事
例

浸透適地マップと土砂災害危険箇所区域の情報により、適切な
地区での雨水浸透施設の設置を促進

【概要】

名古屋市では、雨水の流出抑制のための浸透施設の設置促進を目的に「浸透適地マップ」を作成、

公表している。

このマップでは、「最適地」「適地」「要検討地」を表示し、浸透施設の設置を促すとともに、施設設置

に不適切な「土砂災害危険区域」等の情報も併記している。

■浸透適地マップ

作成主体

事例内容

愛知県名古屋市（環境局地域環境対策部地域環境対策課水質地盤係）

浸透適地マップ上に、浸透施設の設置に不適切な土砂災害危険区域箇所

等の情報を表記

出典・参考 名古屋市ホームページ（浸透適地マップ）
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災害種別 津波 （３）地域の取組と連携して、災害リスク情報の収集・整理や周知・共有を行った事例

①地域における災害リスク情報の周知・共有により自助・共助の取組を促進する（地域全体や個人との情報共有）

タイトル

公開上の
特徴

リスク情報 津波の危険性

（３－８）津波被害を想定した事前の避難訓練を実施し、より安全性の高い避難経路を整備した事例

津波被害を想定した避難訓練から既存避難経路の問題点を抽
出し、より安全な避難経路を整備を実現した事例

【概要】

岩手県岩泉町では、町立小本小学校児童などによる避難通路の現場点検を実施し、避難経路が

津波に向かって逃げる方向であることを確認した。

この避難訓練の実施を踏まえ、国道４５号線へのアクセス避難階段（１３０段）を整備し、小学校から指

定避難場所までの経路を短縮し、より安全なルートとした。

避難階段の整備後も避難訓練を継続的に実施し、東日本大震災の際には、児童８８人が避難階段を

駆け上がり、５～７分ほど時間を短縮して避難場所に避難することができた。

小学校
小本小学校

（児童７３名）

浸水区域

作成主体

事例内容

岩手県岩泉町

従来の避難

経路（浸水方

向と逆方向） 新しい難経路

（避難階段）

岩泉町指定避難所

小学校からの避難階段を設置し、継続的に避難訓練を実施

⇒東日本大震災の際に、効果的に機能

出典・参考 2011年3月22日産経新聞　他
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災害種別 地震 （３）地域の取組と連携して、災害リスク情報の収集・整理や周知・共有を行った事例

②まちづくり協議会等への情報提供による防災まちづくりの展開（まちづくりの担い手への情報提供）

タイトル

公開上の
特徴

リスク情報 地域危険度

（３－９）地域危険度の高い地区において、地元協議会との協議等を通じて防災まちづくりを計画的に進
めている事例

危険度情報から抽出した防災都市づくりの取組優先地区におい
て、地元協議会による検討を経た「防災まちづくり計画」により、
計画的なまちづくりを推進

【概要】

杉並区では、防災都市づくり調査の結果に基づき、防災上課題があると評価された阿佐谷・高円寺

地域を対象とし、その防災性を高める取り組みとして、区から「地域の整備構想の検討と区への提案」

を目的とした住民協議会の設立呼びかけを行った。 これに応じ地域住民等により構成された「阿佐

谷・高円寺地域防災まちづくり協議会」が平成１２年１１月より活動を開始し、一年半にわたる学習・検

討の末、平成１４年６月にこの「阿佐谷・高円寺地域防災まちづくり基本構想」がまとめあげられ、提言

書として区長へ手渡された。

区では、この構想を踏まえ、地権者との懇談会や住民説明会を経て「地区防災まちづくり計画」を策

定し、計画的に災害に強い都市づくりを進めていくこととしている。

■阿佐谷・高円寺地区の防災まちづくりの流れ

・地域危険度情報をもとに、防災性を

高める取組みが必要な地区として

「阿佐谷・高円寺地域」を設定

作成主体

事例内容

東京都杉並区（都市整備部まちづくり推進課）

・地元まちづくり協議会による

「防災まちづくり基本構想」の提言

・地元提言を受けて、行政による

策定の計画」まちづくり「地区防災

「地区防災まちづくり計画」 実行計画図の作成

・道路拡幅、行き止まり解消

・避難救護所の機能強化

・まちかど広場、既存公園の改良

・緑道化、避難経路化モデル路線の設定

・地区全体での耐震化の促進

出典・参考 杉並区ホームページ（防災まちづくりニュース）
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災害種別 地震 （３）地域の取組と連携して、災害リスク情報の収集・整理や周知・共有を行った事例

②まちづくり協議会等への情報提供による防災まちづくりの展開（まちづくりの担い手への情報提供）

タイトル

公開上の
特徴

リスク情報
建物倒壊危険度・人的危
険度

（３－１０）建物倒壊危険度等の危険度情報をもとに、地域住民等が協議会を組織し「防災まちづくり提
言書」の作成に取り組んだ事例

危険度情報から抽出した防災都市づくりの取組優先地区におい
て、地元協議会による「防災まちづくり提言書」を策定

【概要】

神奈川県厚木市では、老朽木造家屋が密集し、道路・公園・防火水槽等の防災公共施設が脆弱で

あり、建物倒壊危険度・人的危険度も高い寿町一丁目周辺地区について、地域関係者とともに地域

の防災対策などを協議、検討するために、「寿町一丁目周辺防災まちづくり協議会」を結成し、地域

の問題や活動、防災機能の向上を目指した道路整備や公共施設の配置計画などを取りまとめ、「寿

町一丁目周辺防災まちづくり提言書」として市長へ提案した。

■寿町一丁目周辺防災まちづくり協議会の活動の様子

（説明会の様子と地区の災害リスク情報）

作成主体

事例内容

神奈川県厚木市

協議会での検討、地域への説明会等を経て

「寿町一丁目周辺防災まちづくり提言書」を取りまとめ

延焼防止機能の

ある１２ｍ道路

出典・参考 厚木市ホームページ（寿町一丁目防災都市づくり提言書）
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災害種別 津波 （３）地域の取組と連携して、災害リスク情報の収集・整理や周知・共有を行った事例

②まちづくり協議会等への情報提供による防災まちづくりの展開（まちづくりの担い手への情報提供）

タイトル

公開上の
特徴

リスク情報 浸水予想図

（３－１１）津波浸水予測図を踏まえ自主防災組織で避難経路の見直しと緊急避難路の整備を実施した
事例

自主防災組織が標高データ（等高線）をもとに浸水予想図を作
成し、地域内での情報共有や、避難路の見直し、緊急避難路の
整備を実施

【概要】

徳島県美波町伊座利地区では、東日本大震災への復興支援を行った地域住民が、自らの地域が

被災地同様の立地条件にあることを踏まえ、標高データ（等高線）を踏まえた浸水想定と建物現況、

避難経路、避難場所について、手作りの重ね合わせ図を作成し、地域内での共有を図るとともに、地

域住民自らが避難路整備に取り組んだ。

■避難路整備の呼びかけポスタ

津波による浸水予想図を

作成し、自らの手で避難

路の整備を実施。

■伊座利地区住民により作成された浸水予想図

作成主体

事例内容

徳島美波町伊座利町内会・伊座利消防団・伊座利の未来を考える推進協議会

■避難路整備の呼びかけポスター

出典・参考 徳島美波町伊座利町内会（自主防災組織）作成リーフレット
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災害種別 水害 （３）地域の取組と連携して、災害リスク情報の収集・整理や周知・共有を行った事例

②まちづくり協議会等への情報提供による防災まちづくりの展開（まちづくりの担い手への情報提供）

タイトル

公開上の
特徴

リスク情報 浸水深の情報

（３－１２）ハザードマップのデータを活用して設定された「防災調整区域」において、開発事業者へ浸水
対策の実施等を義務づけた事例

洪水ハザードマップをもとに、50cm以上浸水するおそれのある
「防災調整区域」を設定し、区域内の開発事業に対する入居者
への周知、対策を誘導

【概要】

みよし市では、「まちづくり土地利用条例」において、洪水ハザードマップにおいて50cm以上の浸水

が想定されるエリアを防災調整区域として指定している。

当該区域内では、宅地分譲等の際に、事業者から購入者への浸水リスク情報や実施した対応策に

係る周知を義務付けている。

■洪水ハザードマップ

作成主体

事例内容

愛知県みよし市（市民協働部防災安全課・経済建設部建築指導課）

＋ 50cm以上の浸水が想定されるエ

リアを防災調整区域として指定

■みよし市まちづくり基本計画（土地利用誘導区域図）

区域内では、宅地分譲等の際に、事業者から購入者への浸水

リスク情報や実施した対応策に係る周知を義務付け

出典・参考 みよし市ホームページ（洪水ハザードマップ、まちづくり基本計画）
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（４）関係施策を所管する部局と連携し、防災上の課題や対応施策の情報を共有する事例 

⇒指針５章関連 

（４－１）都市・防災・福祉部局が連携し、内水実績図と要援護者の居住地・建物階数データを重ね合わせ、安

全な住宅構造のあり方を検証した事例【岡崎市】 

（４－２）都市・防災・福祉部局が連携し、GIS を活用して庁内での情報共有が可能な環境を整備し、災害情報の

配信、対応を実現している事例【西宮市】 
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災害種別 水害 （４）関係施策を所管する部局と連携し、防災上の課題や対応施策の情報を共有する事例

タイトル

公開上の
特徴

リスク情報 浸水実績の情報

（４－１）都市・防災・福祉部局が連携し、内水実績図と要援護者の居住地・建物階数データを重ね合わ
せ、安全な住宅構造のあり方を検証した事例

内水実績図の浸水深と、要援護者の居住地・建物階数の比較
から、浸水対策区域等において必要とされる安全な住宅構造の
あり方（階数・バリアフリー対策等）を検証

【概要】

岡崎市では、内水実績図（浸水深）と要援護者の居住地・建物階数の重ね合わせ図を作成し、浸水

対策区域や内水実績のある地区において、必要とされる安全な住宅構造のあり方を検証した。

検証の結果、住まいづくりのあり方として、建替え時の上層階の居室確保や住宅のバリアフリー化（縦

方向への避難）を推進するとともに、移動障害のある方（在宅）への早期移動支援（地域支援体制の

構築）の必要性を確認した。

要援護者施設の立地は少ない

が、浸水（内水）のおそれがある

地区を抽出

内水実績図（浸水深）と要援護

者の居住地・建物階数の重ね合

わせ図を作成

■災害リスク情報と関係部局の所管データとの重ね合わせによる施策検証

作成主体 防災まちづくりワーキング・愛知県岡崎市におけるケーススタディ

事例内容

要援護者施

・移動障害のある方（在宅）への早期移動支援（地域支援体制の構築）

・建替時の上層階の居室確保（１階建→２～３階建て＋嵩上げ）

・住宅のバリアフリー化（縦避難）の推進

要援護者居住地

（体幹・上肢・下肢障害がある又は車椅子

要援護者居住地（上記以外）

浸水対策区域

１階建住宅

２階建住宅

３階建住宅

出典・参考 防災まちづくりワーキング（第３回）モデル地区ケーススタディ資料
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災害種別 地震 （４）関係施策を所管する部局と連携し、防災上の課題や対応施策の情報を共有する事例

タイトル

公開上の
特徴

リスク情報
災害情報
災害履歴情報

（４－２）都市・防災・福祉部局が連携し、GISを活用して庁内での情報共有が可能な環境を整備し、災害
情報の配信、対応を実現している事例

緊急時、災害時において、庁内のGISを活用して災害情報と災
害履歴などから事前に災害想定分析を行い、災害弱者への避
難指示・勧告や救助活動等の対応を実施

【概要】

西宮市では、庁内においてGISを活用し、阪神大震災の経験をいかして地域安心ネットワー

クシステムを構築している。この「地域安心ネットワーク」は、庁内のイントラネット上で活用でき

るシステムで、災害時要援護者の各種情報をデータベースに登録し、緊急時、災害時にGIS

を使って地図上で検索・表示することができるものである。

元々あった福祉関係や住民情報に関するデータベースの情報を地図上で見られるようにし、

災害が起こった際に「どこに災害時要援護者がいるのか」といった情報が瞬時にわかる仕組

みとなっている。

この情報を福祉部門だけでなく消防部門や防災部門が一緒に活用し、緊急の際に役立て

られている。大型台風の直撃時、市では的確な災害情報をホームページにリアルタイムで配

信し、特に冠水場所、通行止等の場所を特定してGISと連動させた表示も行った。また、シス

テムの活用により、浸水危険地域における災害弱者を特定し、避難指示による強制退去によ

り全員の救出を実現した。

作成主体

事例内容

兵庫県西宮市（健康福祉局　福祉部 障害福祉課）、西宮市情報センター

り全員の救出を実現した。

■「地域安心ネットワーク」
■災害時要援護者の所在情報

（障害福祉課が窓口）
・居住地

・世帯区分（独居／高齢世帯／その他）

・身体状況（寝たきり／一部介助／自立）

・身障手帳（肢体／視覚／聴覚／言語／内部／肝臓）

・就寝場所（階数、位置など）

・かかりつけ医 など

登録

災害時、緊急時での活用

（所在情報の検索） 的確な救出・救護活動、

避難支援

出典・参考
総務省消防庁「災害時要援護者の避難対策事例集」
西宮市ホームページ
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